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１．指令から規則へ 
 

包装及び包装廃棄物指令（PPWD）94/62/EC[1]は、包装に関する具体的要件を定めた最初の指令です。

その後、EUは、グリーンディール（2019年 12月 11日）[2]の下、サーキュラーエコノミーアクション

プラン（2020 年 3 月 11 日）[3]により、2030 年までに全ての包装をリユース可能又はリサイクル可能

とするターゲットを定めました。こうした背景の下、指令を規則に格上げする形で、包装及び包装廃

棄物規則（PPWR）が2025年 1月22日官報掲載され[4]、2026年 8月12日施行されます。 

 

２．PPWRのターゲット 
 

PPWRの代表的ターゲットとして、懸念のある物質（第5条）、リサイクル性能等級（第6条）、リサ

イクル最低含有率（第7条）があげられます。 
 

●懸念のある物質（第5条）：4つの重金属（鉛、カドミウム、水銀、六価クロム）とPFASが規制され

ます。特にPFASについては、8月12日施行と同時に全ての食品接触材料に遵守確認が求められます。

この確認作業が足下の作業として代表的なものです。 
 

PPWR第 5条PFAS規制のポイント 全ての食品接触材料において、 

・ターゲットにされた（ポリマー形態を除く）PFAS含有量はそれぞれ25ppb未満 

・ターゲットにされた（ポリマー形態を除く）PFAS含有量の合計は250ppb未満 

・ポリマー形態を含む全てのPFAS含有量は50ppm未満 
 

ここでのPFASは意図的添加物質に留まらず、夾雑物など非意図的添加物質（NIAS）を含めて評価す

ることが求められています。 

 

●リサイクル性能等級（第6条）：包装の材料ごとに、完全適合性、限定適合性、非適合性の3つに整

理されます。これらの基準（案）は、欧州標準化機構（CEN）で開発され、2026年 4月15日欧州標準

（EN）として公表されました。最終的な基準は今後の下位法で明らかになります。 
 

公表されたENは全体で14あり、パート1が定義と原則、パート3がリサイクルプロセスの管理を

扱う横断的内容であり、パート 4～15 が個々の材料に対する適合性基準と評価方法（プロトコル）を

示しています。 

 

 

I  EU 包装及び包装廃棄物規則（PPWR）の施行と対応 

 食品接触材料安全センター  



材料 適合性基準 評価方法 

PET（ボトル／硬質包装） パート4／パート5 パート10／パート11 

PE/PP（硬質包装／軟包装） パート６／パート7 パート12／パート13 

PS/ XPS（押出成形PS） パート8 パート14 

EPS（射出成形PS） パート9 パート15 

これらの材料が、PPWRリサイクル性能等級の対象に格付けされると考えられます。 

 

ENのリサイクル性能等級は、欧州に上市できる状況を基に、適合性を緑（完全適合性）、黄（限定適

合性）、赤（非適合性）で色分けして示されています。 

カテゴリ 完全適合性 限定適合性 非適合性 

欧州に上市できる状況 リサイクル性能等級 A

或いはB：上市は無期限

にOK 

リサイクル性能等級C：

上市は2038年1月1日

までOK 

リサイクル性能等級な

し：上市は2030年 1月

1日までOK 

 

●リサイクル最低含有率（第7条）：このターゲットにより、あらゆる包装は今後何らかの割合でリサ

イクル材を含まなければなりません。即ち、従来のようにバージン材100%の包装は、今後欧州に上市

できなくなることを意味します。特にこの条項がPPWRの社会的影響を大きくしています。 

包装（注：下記名称は簡略化して表示） 
「包装及び包装廃棄物規則」第7条 

2030年 1月1日以降 2040年 1月1日以降 

・PET 製の接触に敏感な包装（シングル

ユース飲料ボトル以外） 

・PET 以外のプラスチック製の接触に敏

感な包装（シングルユース飲料ボトル

以外） 

・シングルユースプラスチック飲料ボト

ル 

・上記以外のプラスチック包装 
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３．PPWRの下位法 
 

PPWRは大規模であるが基本法であり、その下に23の下位法（施行法、委任法）が策定されます。中

でも、2026年 12月 31日までに制定される「リサイクル材の含有率の計算と検証方法」、「第3国にお

けるリサイクル材の扱い」に係る下位法が、日本で製造された包装の欧州への輸出環境を決めるもの

として重要です。 

 

 

 



制定時期 下位法（施行法、委任法） 条項 

2026年 2月12日 欧州標準化組織堆肥化可能包装技術規格 

生産者の登録と報告形式 

第9条(6) 

第 44条(14) 

2026年 8月12日 ラベルの要件と形式に関する規格 

ラベルのデジタル化 

消費者を誤解させない表示のガイドライン 

廃棄物容器のラベルの要件と形式に関する規格 

リユースの目標に対する除外 

第12条(6) 

第 12条(7) 

第 12条(8) 

第 13条(2) 

第 29条(18) 

2026年 12月 31日 包装に含まれる懸念のある物質の報告 

リサイクル材の含有率の計算と検証方法 

リサイクル材の持続可能性基準 

第3国におけるリサイクル材の扱い 

第5条(2) 

第 7条(8) 

第 7条(9) 

第 7条(10) 

2027年 2月12日 包装の最小化の要件と測定方法 

リユース可能な包装のローテーション最小回数 

包装の形式の実例や制限の除外 

リユースの目標となる製品の種類 

リユースに関する欧州監視機関の設立 

包装廃棄物計算への補正係数の採択 

廃棄物の判定方法、データの計算、検証、提出方法 

第10条(3) 

第 11条(2) 

第 25条(6) 

第 29条(8) 

第 31条(7) 

第 43条(2) 

第 56条(7) 

2028年 1月1日 リサイクル基準、リサイクル性能等級の枠組み 

リユースにおいてプール取決めの詳細条件 

第6条(4) 

第 29条(12) 

2028年 2月12日 過剰包装を避ける空きスペースの計算方法 第24条(2) 

2030年 1月1日 包装カテゴリごと一定規模のリサイクル評価方法 第6条(5) 

2030年 2月12日 グリーン公共調達の要件 第63条(1) 

現状これら下位法に作成が確認されたものはありません。 

 

４．PPWRの施行と対応 
 

PPWR 規則の下、2026 年 3 月 30 日欧州委員会はPPWR のガイダンス[5]、しばしば受ける質問（FAQ）

[6]を公表しました。ガイダンスは6月10日官報掲載されました。これらは、8月12日PPWR施行を前

に、条文解釈における不確実性による不要な混乱を防ぐために作成されましたが、いずれも読解には

相当な努力が求められます。また今後多くの下位法が制定され、PPWR施行における具体的条件、運用

基準を決めます。更にPPWRとともに関連する法規としてシングルユースプラスチック指令(SUPD)やリ

サイクル規則 2022/1616、及びそれらに係る下位法などがあります。これらの全体的動きを踏まえて

PPWR適合確認への対応が求められます。 

 

 

 



 JCII食品接触材料安全センターは、Webマガジン、会報、安全衛生情報、会員説明会などを通じ、

会員に PPWR 関連情報を提供してきました。PPWR 施行を見据え、引き続き全体的動きを調査、整理す

るとともに、高分子試験・評価センターとも協同し、2026年度事業計画に基づき、海外向け食品接触

材料の適合確認のあり方について調査、検討を進めます。 

 

５．参考資料 
 

[1] 包装及び包装廃棄物指令（PPWD） 

https://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/TXT/?uri=CELEX:31994L0062 

[2] 欧州グリーンディール 

https://commission.europa.eu/strategy-and-policy/priorities-2019-2024/european-

green-deal_en 

[3] 欧州サーキュラーエコノミーアクションプラン 

https://environment.ec.europa.eu/strategy/circular-economy-action-plan_en 

[4] 包装及び包装廃棄物規則（PPWR） 

https://eur-lex.europa.eu/eli/reg/2025/40/oj/eng 

[5] PPWRガイダンス 

https://environment.ec.europa.eu/publications/guidance-document-packaging-and-

packaging-waste-regulation-ppwr_en 

[6] PPWR しばしば受ける質問（FAQ） 

https://environment.ec.europa.eu/publications/faq-packaging-and-packaging-waste-

regulation-ppwr_en 

 

 

１．導入の背景と目的 
 

2018年 6月13日に公布された食品衛生法等の一部を改正する法律により、合成樹脂製食品用器具・

容器包装について、安全性を評価した物質のみを使用可能とするポジティブリスト制度が導入され、

2020年 6月1日より5年間の経過措置期間が設けられました。これに加えて、意図せずに混入する物

質等へのリスク管理を強化することが検討されました。 

合成樹脂製器具・容器包装において、リスクとなる原材料に含まれる不純物や製造工程で非意図的

に生成する物質・混入する物質を限定することは困難です。そのため、蒸発残留物や過マンガン酸カ

リウム消費量のような総量規制による管理がなされてきました。 

今回、食品の種類に即した広範囲の移行物の管理を行うことを目的として、2025年 5月30日 内閣

府告示第 95 号において、「D 器具若しくは容器包装又はこれらの原材料の材質別規格」が改正され、

個別規格が設定されていない合成樹脂については、過マンガン酸カリウム消費量に代えて蒸発残留物

の改良法である総溶出物の規格が導入されました。 

Ⅱ 合成樹脂製食品用器具及び容器包装に係る総溶出物の規格導入について 

 高分子試験・評価センター  



なお、個別規格が設定されている合成樹脂については、一般規格に総溶出物は規定されず、過マン

ガン酸カリウム消費量が個別規格に移行し、従来と同様の内容になります。 

 

材質別規格の改正について（施行：2026年 6月 1日） 

 

２．告示後のスケジュール 
 

 D 器具若しくは容器包装又はこれらの原材料の材質別規格の改正については、2026 年 6 月 1 日よ

り施行され、経過措置期限は2030年 6月1日までになります。 

 

高分子試験・評価センターでは、総溶出物試験のご依頼を承っておりますのでお気軽にご相談くだ

さい。 
 

（お問い合わせ） 

高分子試験・評価センター 

東京事業所 衛生・化学物質安全試験担当 

E-mail: tokyo@jcii.or.jp  TEL:03-3527-5115  FAX:03-3527-5116 

大阪事業所 衛生・化学物質安全試験担当 

E-mail: osaka@jcii.or.jp  TEL:06-6788-8134  FAX:06-6788-7891 
 



高分子試験・評価センターは、国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（以下、「NEDO」

という。）による「長期の海洋生分解性プラスチックの評価手法の開発」*１プロジェクト（以下、「プロ

ジェクト」という。）に参画しています。本プロジェクトでは、当センターは、「劣化した生分解性樹

脂の海洋生分解メカニズムの解明」を担当し、静岡県環境衛生科学研究所と連携してプロジェクトを

推進しています。 

近年、海洋プラスチックごみ問題への対応策の一つとして、自然環境下で微生物により分解される

海洋生分解性プラスチックの開発・普及が国内外で進められています。国内では、2022年にプラスチ

ック資源循環促進法が施行されるとともに、「大阪ブルー・オーシャン・ビジョン」（2040年までに新

たな海プラごみ汚染ゼロ）*２の推進を背景として、実環境に即した信頼性の高い評価手法の確立が求

められています。 

プロジェクトでは、数年から 10 年以上の耐久性が求められる生分解性プラスチック製品を対象に、

加水分解や生分解挙動を考慮した実海域や実験室内での加速評価手法の確立に、昨年度より取り組ん

でいます。 

こうした中、NEDOの先行事業プロジェクトである「海洋生分解性プラスチックの社会実装に向けた

技術開発事業」*３では、国立研究開発法人産業技術総合研究所が中心となり産官学が連携して、主に

短期海洋生分解性樹脂を対象として、新規材料の開発と併せ、海洋や湖沼などの実環境における生分

解性を適切かつ簡便に評価する手法の開発が進められました。この成果は、2025年 5月に国際規格ISO 

16636 *４として発行され、現在進められている長期海洋生分解性プラスチックの評価手法開発の基盤

となっています。 

当センターでは、本プロジェクトを通じて、長期使用を前提とした海洋生分解性プラスチックの評

価手法の高度化を図るとともに、その成果を国際標準化提案へ展開し、海洋生分解性プラスチックの

社会実装に貢献することを目指しています。 

 

＜参考URL＞ 

*１ 「NEDO」「長期海洋生分解」「2025」で検索 

https://www.nedo.go.jp/activities/ZZJP_100344.html 

*２ 「大阪ブルー・オーシャン・ビジョン」で検索 

https://www.env.go.jp/water/post_75.html 

「大阪ブルー・オーシャン・ビジョン」「2040年」「前倒し」「G7札幌」で検索 

https://www.env.go.jp/annai/kaiken/kaiken_00102.html 

*３ 「NEDO」「海洋生分解」「2020」で検索 

https://www.nedo.go.jp/activities/ZZJP_100168.html 

*４ 「産総研」「プレスリリース」「海洋生分解」で検索 

https://www.aist.go.jp/aist_j/press_release/pr2025/pr20250512/pr20250512.html 

Ⅲ NEDO プロジェクト「長期の海洋生分解性プラスチックの評価手法の開発」について 

 高分子試験・評価センター  



 
※本事業の実施期間は2025年度から2029年度までを予定しています。 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 



 

高分子試験・評価センターでは、熱可塑性のプラスチックの基礎物性・耐久性評価の利便性向上を

目的として、原材料の射出成形から基礎物性試験、耐久性試験までのワンストップサービス業務を開

始してお客様にご利用いただいております。このたび、新たに成形機も追加導入し、射出成形による

試験片作製から、試験片状態調節、引張強度や衝撃強度などの基礎物性試験、耐候性や疲労強度など

の耐久性試験までを JIS(ISO)や ASTM 規格に従ってワンストップで行いますので、さまざまな工業部

品や日用品、雑貨等に使われるプラスチック材料が要求仕様を満たしているかの確認やプラスチック

材料の選定の際、プラスチック材料（リサイクル材料も含む）の品質確認にご活用いただけます。 
 

 

 

 射出成形から成形後の試験片管理、試験前の試験片状態調節、試験までのすべてを規格に従って

ワンストップで行うことで、再現性が高く信頼性の高いデータを得ることができます 

当センターで保有している射出成形機や金型の仕様上等により、熱可塑性のプラスチックの種類に

よっては射出成形に対応できない場合もございます。ワンストップサービスについては、事前にお問

い合わせください。 

 

（お問い合わせ） 

高分子試験・評価センター  

大阪事業所 高分子・製品安全試験担当 

E-mail: osaka@jcii.or.jp TEL:06-6788-8134 FAX:06-6788-7891 
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Ⅳ プラスチックの射出成形から基礎物性・耐久性試験までのワンストップサービス 

 高分子試験・評価センター  


